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直轄河川事業の現状と動向



【関東地方整備局の最近の主な取り組み】

１．洪水予測の高度化

２．流域タイムラインの策定

３．洪水浸水想定区域の指定に係る対象河川拡大等

４．要配慮者利用施設の利用者に係る避難確保措置の

見直し

本日の説明内容
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【国管理】 関東地方整備局管内の洪水予報河川（予報区） ■洪水予報河川
流域面積が大きい河川で
洪⽔により国⺠経済上重
大な損害を生ずるおそれ
があるものとして指定し
た河川
(国土交通省(直轄河川）と
気象庁が共同で洪⽔予
報を発表）

■水位周知河川
洪⽔予報河川以外の河川
のうち、洪⽔により国⺠
経済上重大な損害を生ず
るおそれがあるものとし
て指定した河川

１．洪水予測の高度化



１．洪水予測の高度化
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東京都内の「洪水予報河川」と「水位周知河川」

東京都建設局ホームページ
（一部加筆）

江戸川

多摩川

荒川



３時間後までの予測では、氾濫危険
水位の超過が見通せないケース。

Before

概要

洪水予報における水位予測情報の提供

3時間先までの水位予測情報を提供

国管理の洪水予報河川では、３時間先までの水位
予測情報を提供。

３時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

令和３年の出水期から、水位予測に観測水位を同
化させ精度の向上を図った予測モデルに基づき、６
時間先までの水位予測情報を提供。

6時間先までの水位予測情報を提供

After

６時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

実装済

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】の発表を早めること
で、高齢者等の避難のリードタイムをさらに確保！

１．洪水予測の高度化
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数⽇先の氾濫の可能性の提供 （⻑時間先の水位予測）
現在、６時間先まで提供している水位予測

情報について、不確実性の高い長時間先の水
位予測を複数のケースにより幅をもって示すこ
とで、数日先の氾濫の可能性の情報を提供し、
防災対応の準備のほか、特にリードタイムが
必要となる広域避難等の判断を支援。

水系・流域が⼀体となった洪水予測情報の提供
機関別に行っていた洪水予測を、一級水系では国が

中心となり、水系・流域が一体となった洪水予測を行
うことで、予測精度の向上のほか、新たに支川等の予
測情報を提供することで防災対応や避難を支援。

より広い地域で災害対応や避難等に洪水の予測情報が
活用可能

流域一体で予測

１．洪水予測の高度化

After（予定）



２．流域タイムラインの策定
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２．流域タイムラインの策定
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令和３年５月 災害対策基本法改正 「避難勧告」「避難指示」 一本化

10月 「国土交通省防災業務計画」見直し

「避難情報に着目した水害対応タイムラインを複数の市区町村を

対象とした流域タイムラインに見直すこととする。」

流域タイムラインは、河川事務所等が、その管理する河川の流域を対象に、

河川・気象情報をもとに発表する洪水予報など、自らの基本的な防災行動を

時系列で確認、災害後の振り返りに用いることを目的とする。

市区町村タイムライン

地区タイムライン

マイタイムライン

階層的、相互に連携
活用、運用

流域タイムライン
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２．流域タイムラインの策定



現行の指定対象河川数

洪水予報河川や水位周知河川
以外の河川の氾濫により浸水被
害が発生しているエリア

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）平成２８年６月１０日

凡例
×：人的被害箇所

洪水予報河川等以外の中小河川に
おける浸水被害事例（令和元年東日本台風）

令和３年７月１５日施行
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３．洪水浸水想定区域の指定に係る対象河川拡大等

洪水浸水想定区域の指定対象

洪水予報指定河川

水位周知河川

住宅等の防護対象のある河川

【改正により指定対象として追加】

全国

＜浸水想定区域を設定する河川の目標数＞

（現在）約2,000河川

⇒ （今後）約17,000河川（令和７年度まで）

【洪水浸水想定区域の指定対象河川の目標】

【改正前】



〇 昨今の水災害発生時の被害状況を踏まえ、高齢者等の避難困難者が利用する要配慮者利用施設に係る
避難計画や避難訓練の内容について、市町村による適切性の確認や助言・勧告を通じた避難実効性の確保
を図る必要。

【改正概要】
・ 市町村地域防災計画に定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者が作成し、市町村に報告するこ
ととされている避難確保措置に関する計画（避難確保計画）について、報告を受けた市町村長による計画内容
に係る助言・勧告制度の創設

【要配慮者利用施設の避難確保措置のイメージ】

・ 要配慮者利用施設の所有者等の実施義務とされている避難訓練について、市町村長への訓練結果の報告
を義務付け、報告を受けた市区町村長による訓練内容に係る助言・勧告制度の創設

要配慮者利用施設
（社会福祉施設、学校、医療施設） ※市町村地域防災計画に位置付けられたものに限る

避難確保計画

避難訓練
※ 「避難訓練」に係る
報告を新たに義務付け。

助言・勧告

報告

市町村長

（所有者又は管理者）

令和３年７月１５日施行４．要配慮者利用施設の利用者に係る避難確保措置の見直し
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市町村による助言・勧告に関する国の支援

・「避難確保計画作成の手引き（令和2年6月）」等を公表・提供するとともに、助言・勧告にあたって
参考となるチェックリストや避難訓練結果の報告様式等を都道府県に通知している。


